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地方分権の目標は、地域住民が自分の身の回りの課題を自らの責任におい

て自主的に決定するという民主主義の基本原理の実現にある。そのため、中

央集権型行政システムから地方分権型の行政システムにどう改革していくか

が、地方分権推進の具体化にとって最も重要な論点には違いない。しかし、

地方分権の行財政システムがどのように形成されるにしても、「地域の自立」

が自動的に導かれるわけではないであろう。以下では、地域産業との関連で

「地域社会の自立」について、私の印象を2点に絞って述べてみたい。

まず、地域産業の観点から見れば、「地域の自立」は地域企業の自己責任に基

づく自己決定権の拡充に他ならない。この意味では、地域産業の活性化にと

って、企業の革新的活動を促進するための規制緩和の推進が最も重要な課題

の一つといえよう。この点で参考になるのは、1970年代のアメリカで新しい

金融商品としてNOW勘定を誕生させた金融業の技術革新の経過である。

よく知られているように、銀行業に対する規制はとくに厳しい。アメリカ

も例外ではなかった。レギュレーションQの下で預金金利の上限に厳しい規制

が敷かれていたアメリカでは、利子率が上昇し始めた1960年代後半から、よ

り有利な運用を求めて資金供給者は金融仲介業者である銀行等の金融機関か

ら預金を引出し、直接資金の需要者が発行する各種証券に投資するディスイ

ンターミディエーション（銀行離れ）が発生した。預金の減少による貸付資金

の減少は銀行収益を減少させる。金利の上限規制を何とか回避したいインセ

ンティブを持つ銀行は、危機感の中で上限規制の「抜け穴という金鉱」探しに

没頭し、各種の革新的な金融商品を開発していく。その一つが新しいタイプ

の当座預金勘定NOW勘定であった。ここで象徴的なのは、全米でも小さなマ

サチューセッツ州の一相互貯蓄銀行が、NOW勘定がレギュレーションQの上

限に抵触しない当座預金であることを最初に発見したことである。2年間に及

ぶ州法廷での訴訟を経て、72年5月ついにNOW勘定を誕生させた。この後、

同年9月には、同じニューイングランドのニューハンプシャー州の法廷も

NOW勘定を認め、やがて全米に広がって行ったのである。

このNOW勘定誕生の経過は、まさに「必要は革新の母」を地で行く例だが、

ここで強調したいのは、規制緩和は決して政府の決定によってのみ生まれる

わけではないということである。地域の一小銀行が法律のルールに沿って規
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制の撤廃を迫った恰好の例であり、地域活性化への情熱がこれを支えた点が重

要である。もちろん、アメリカという地方政府の権限の強い連邦制の国と、日

本のような中央集権国家とでは国と地方の関係は同じではない。 しかし、これ

から具体化される日本の地方分権を考えると、「地方の自立」と地域産業を考え

る上で極めて示唆に富む実例ではなかろうか。

次に、「地域の自立」という用語には、「自己責任」のルールとして、「地方公共

団体の財政収支は中央政府からの財政トランスファーに依存せずにバランスし

ていなければならない」という条件が含まれるべきなのかどうかの問題である。

この問題に対する一つのヒントは、国際貿易論において産業内貿易を説明す

る収穫逓増モデルが参考になる。簡単に要約すれば、次のようになろう。いま、

世界はA、B2国からなり、共に生活必需品である2つの生産物X、Yを生産して

いるとする。しかも、これら2財はマーシャルの意味での外部経済によって収

穫逓増産業であるとしよう。このとき、2国間で貿易が開かれると、両国はそ

れぞれ相手と異なるどちらか一方の財に特化し、自国の生産する財を相互に輸

出し合い、世界は効率的に2財を享受できる。ただし、両国がX、Yのどちらに

特化するかは、偶然性から決まり、理論的には説明できない。

さて、このモデルの重要な結論の一つは、この貿易を通して両国が共に貿易

開始前（自給自足）の経済厚生より必ず改善するという保証がないことである。

例えば、Xを生産するA国はこの貿易から大きな便益を受けるが、他方Yを生産

するB国の経済厚生は逆に悪化する可能性すらある。悪化する場合には、B国は

自給自足の経済に止まってしまうであろう。しかし、世界経済全体から見れば、

貿易によって大きな便益を受けるA国は自給自足経済に止まるよりは、自分の

貿易利益の一部をB国にトランスファーしてでも、B国がY財生産に特化して国

際貿易に参加してもらう方が世界全体としてプラスになる。いわば、このトラ

ンスファーは自由貿易を維持するために不可欠な費用なのである。

これを地域の自立問題に置き換えれば、ある地域がB国の立場に立つとすれ

ば、A地域からB地域へのトランスファーは国民経済にとって決して非効率なこ

とではない。むしろ最近の地球環境問題まで考慮すれば、公共財としての環境

資源の重要性からも、このような産業配置とトランスファーが考えられるので

はあるまいか。
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司会 本日はお忙しい中、お時間を頂戴致しまし

て、ありがとうございます。

私どもは昨年10月に発足し、地域の自立的発展

を業務の重点分野の柱の1つに据えて、従来にも増

して、地域づくりのお手伝いをやっていきたいと

思っております。その中では、産業振興の道筋を

どう考えていくかということが、非常に大きなテ

ーマになりますので、今回、両先生にお願い致し

まして、地域の自立的発展を目指す地域産業政策

のあり方を中心にご議論願いたいと思っておりま

す。

まずは、これまでの地域産業を取り巻く政策の

流れをどう捉え、その流れの中で「自立」がどう位

置づけられるかという観点からお話を頂ければと

思います。

□１. 自立的発展を巡る背景と理念
伊藤 今まで、不況の度に「地方の時代」が言われ、

地域産業のあり方が問われました。この背景を考

えるとき、2つの視点があると思います。

一つは、「不景気だから自分たちで何とかしない

といけない」という住民・地方サイドからの視点で

す。1970年代に「地方の時代」が叫ばれたときは、

地方への工場分散や新規立地が進んでおり、地域

間の所得格差も縮小傾向にありました。このため、

地方が自信を持って「これでいける」と言う意味合

いで、地方の時代が言われました。

その後暫く「地方の時代」という言葉は言われな
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くなるのですが、バブル崩壊のダメージが大都市

圏で大きく、どちらかと言えば地方の方がその後

の立ち直りもスムーズだったことや、九州・東北

のハイテク製造拠点化などを背景に「地方の方が、

若干なりとも何とかなるかな」というニュアンスで

地方の時代が今言われていると思います。

もう一つの視点は、国の政策の変遷・変化から

出てくる「地方の時代」です。古くなりますが、経

済自立5カ年計画（1956～60年度）の頃から「地域を

開発してやる」という発想があり、長期経済計画－

産業構造政策－立地政策という位置づけの中で、

地域間の不均衡是正、より具体的には地方の雇用

機会の確保や所得水準の向上を目的として、政策

が実施されて来ました。このような「上」からの発

想が変わってきたのが1977年の三全総の頃からで

す。背景には、国の財政制約の強まりもあります

し、円高を契機に加速した産業空洞化などがあり

ます。このような国の政策レベルでの変化があっ

て、地域はいわば自立「せざるを得ない」、内発的振

興へ「向かわざるを得ない」という流れがあります。

司会 一方で各地域の現状を見ると、都市・地方

という単純な見方では難しいとも思うのですが、

関先生、各地を見ておられる立場で、地域産業の

現状と自立についてどのように考えていらっしゃ

いますでしょうか。

関 1980年代半ば頃まで、我々はあまり地域を意

識せず、オールジャパンとして、外貨を稼ぐ輸出

産業に邁進してきました。その間「今は我慢して、

国として豊かになるんだ」という幻想を暗黙の了

解として突き進んだような気がします。ふと振り

返ってみると、名目上は豊かになった筈なのに、

自分の生活圏の範囲ではそれを実感出来ないとい

うことを、多くの人が理解し始めたのではないで

しょうか。私たちは、自分たちの生活の質を問う

段階にやっと来た訳です。

このように考えると、東アジア地域から八王子

地域まで様々な広がりで使われる「地域」という言

葉も、「人の姿の見える」地域、行政区域で言えば市

町村程度の地域で考えることが大事だと言えます。

このことは今後確実に進行する少子高齢化を考

えても理解できると思います。高齢社会では人の

移動範囲が意外なほど狭くなります。イメージと

しては、大都市圏では、例えば武蔵野・三鷹を合

わせた30k㎡程度の範囲内で人々は殆どの時間を過

ごすようになるので、例えば高齢者の就業一つと

っても、この地域をどのように創っていくかが重

要になります。

この広さで色々な意味での「地域の自立」を考え

る訳ですが、一つには、経済的な自立をするため

に地域産業をどう振興するかという議論が当然あ

ります。もう一つは、高齢者の「思い」を受け止め

る場としての地域産業でしょう。昔と違い、今は

75歳位までは元気な方が多い。元気な高齢者の

方々は、自分が身につけたキャリアを社会に還元

したい、次の世代に引き継ぎたいと思うのが当然

ですし、その実現の場として地域産業を捉えるべ

きです。金を稼ぐためと、人々が人生を全うする

ために、「人の姿の見える」地域で産業を考えること

に大きな意味があると思います。

「自立」、「内発」というのは非常に魅力的な言葉

で、聞いただけで心が高ぶってくるくらいです。

しかし、現実にはこれが難しい。難しいけれども

そこに向かって行かざるを得ない訳です。その時

に中心となるのは、地元の自治体（市区町村）、経済

団体（商工会議所など）、金融機関（信金信組など）、

市民です。彼らがいかに希望を持って取り組める

かが大事ですし、「自立」という言葉は、中心となる

人たちが気持ちを集中させるために非常に良い言

葉だと思います。

「人の姿の見える」地域では、地域相互の競争が

意識されるようにもなります。日本全国には活力

のある都市が幾つかありますが、隣同士競争して

いるところが多いのです。例えば、岩手の北上・

花巻、東京の武蔵野・三鷹、滋賀の長浜・彦根、

転換期の地域産業政策を考える
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最近競争が始まった相模原・八王子です。身近に

同クラスの都市があって頑張り出すと、互いに刺

激し合ってプラスに働くことが多いと言えます。

伊藤 確かに、規制緩和、分権の時代の中で、こ

れから地域間競争が激しくなるわけですから、関

先生の指摘された地域は既に地域間競争に入った

地域だと思います。そういう意味では、「自立しな

さい」と言うことは、突き放した言い方にはなりま

すが、これを機会に切磋琢磨、競争しなさいとい

うことだと思います。

2. 産業集積と企業立地のポイント
司会 競争を意識した地域の活性化というお話で

すが、大都市の産業集積地や地方での動きについ

てはどのように見ておられますか。

関 東京の大田区、墨田区、大阪の東大阪市とい

った大都市の工業集積御三家は、勿論頑張ってい

る方たちはいますが、マイナスのスピードが速す

ぎて、非常に辛い状況です。ピーク時には各々

9,000から1万あった企業数が、軒並み2/3まで減少

しています。

これについては色々な意見がありますが、私は

「減ることは困る」と考えています。というのは、

「あそこに負けたくない」「家族を食わせるんだ」と

いう激しい思いが、独立を促し技術力を高めてき

た訳ですから、減るとレベルが下がっていく懸念

がある。「減るのは困る」と大きな声で言っても減る

のが実態なのですが、あまり安易に減るのではな

く、次が出てくる仕組みを創っていかなければな

らないと思っています。

司会 一方で、大都市からの受け皿的に、地方で

産業集積が出て来ていると見ていいのでしょうか。

関 トータルとしてはアジアに流れていますが、

地方の集積は、ここ20年では北上・花巻、50年位

前まで遡ると長野の諏訪・岡谷とか坂城でしょう。

集積の規模としては大都市に較べれば小さいです

が、ミクロに見ていると、最近10年で非常にレベ

ルの高い機械工業が出来ています。元気な人はむ

しろ地方にいますし土地もある。思い切り設備投

資が出来るから、設備レベルで言えば首都圏より

も遙かに高い企業が多いです。かつては大都市と

地方の工業では技術的に差がありましたが、技術

が定着し、設備も良いですから、今はもう差がな

いですね。

司会 地方の工場立地については、工業再配置と

いう流れの中での地方分散があったと思うのです

が、再配置政策は一定の役割を果たしたという評

価なのでしょうか。

関 地方に工場が進出した最大の要因は少子化で

しょう。昔は田舎の次男・三男が、飯を食うため

に都会に出てきたのですが、今はみんな長男で、

最終的には戻るわけです。だから、人材はむしろ

地方にいて、それを上手く組織化した中小企業が

非常にレベルを上げている。

伊藤 私も、工業再配置政策の効果というよりも、

労働力、人材だと思います。都市部でも若い人は

多いですが、なかなか製造業には入ってこない。

景気のせいもありますが、見ていると、地方の方

が労働力確保がスムーズにいっているようです。

やはり、人材教育の現地化と言いますか、地域

に相応しい産業観、産業風土を育てて地域の産業

を支援するという発想が必要です。地域によって

特色のある、差別化された教育スタイルがあって

良いと思います。

関 日本には人材以外の資源はないですからね。

企業誘致にしても、企業が「ここは本当に良いとこ

ろだ。来て良かった。」と思える環境を、地元が人

材供給やサポート等の面で作ることがポイントで
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す。「来てくれたら終わり」でなく、提案していける

人材、単純労働力ではなく知恵を使う人材をどう

やって供給できるか、地元側が考える必要があり

ます。

伊藤 群馬県太田市にある機械メーカーが、小型

の風力発電の工場を宮崎県に持っているのですが、

理由は人なんです。この分野の研究をしている先

生が都城の高専にいるから、そこに工場を作った

というわけです。ある意味では地道なのですが、

人材による産業立地もある訳です。

先ほど、ここ20年の地域産業集積ということで

北上が出ましたが、関先生、北上の集積プロセス

については。

関 北上は昭和30年頃に市になって工業立市を掲

げ、果敢な誘致活動をしました。最近3カ年でも23

社を誘致しています。

ただ、1970年代半ば頃までは著名な企業をター

ゲットにしてまして、私は「みんな落下傘で全然根

付いていないから危ないですよ。」と言っていたの

ですが、市の人は自信満々だったんです。成功し

ていますから。

その頃、坂城にあったミヤノという工作機械メ

ーカーが動きそうだという話があって、市が「どう

しましょうか」と言うから「絶対もらおう」と。理由

は2つあって、一つは工作機械は機械工業を構成す

る全ての機能が必要、つまり技術が地域化してい

ないと成り立たないものですし、これは東北には

まだ1社もないこと。もう一つは、ミヤノは戦前は

三鷹にいて、疎開で坂城に行った企業なのですが、

坂城で独立創業を促進していった、根っこを広げ

ていく企業だということです。「絶対もらおう」はい

いんですが、ミヤノから調査票を100通渡されまし

て、「うちの下請けになりそうなところを、北上川

流域の範囲でいいですから100社程集めて下さい」

と。当時、市は自信満々ですから、記入して渡し

たら「全然だめだ。うちのレベルに合うのは10社し

かない」と言われてしまった。

それで、基盤がなければ駄目だとやっと気がつ

いた訳です。それから、金型、研削、板金、メッ

キ、冶金等、機械工業の重要な技術を持つ中小企

業を狙って一本釣りで誘致し始めました。そうす

ると、今までは他の地域に加工を頼んでいた落下

傘型の大企業も地元に出すようになり、地元から

も技術を持った企業が生まれてくるという循環が

この15年ぐらいで始まっています。

伊藤 一般に機械工業は、すそ野が広くて将来性

も期待できますから、昔から、地方は誘致したが

りますね。私も昔、長崎テクノポリスのビジョン

作りを手伝ったことがあるのですが、「東京から機

械工業が来てくれませんかね」と言う訳です。それ

で、「基盤となり得る企業が地元にあれば来るかも

知れませんけど、あるんですか」と聞くと、「ない。

ないけど機械工業は将来伸びるから」と。

伊藤　正昭氏 （ITO Masaaki）
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明治大学政治経済学部卒業、
早稲田大学大学院経済学研究科修士課程修了、
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総合的な機械工業は金型からメッキ、鋳物等全て

揃えないと出来ないという認識がなかったわけで

すが、そういう認識に至るまでには相当時間がか

かります。

高度成長期ならば、つまり、製造業がフルセッ

トで国内何処でも行くよという時代ならば、何と

かなりましたが、今は地域の基盤技術が非常に重

要になっています。工業団地が基盤ではなく、技

術が基盤だということですが、最近の企業立地件

数の落ち込みで、やっとこういう意識が浸透して

きたという気がしています。

司会 誘致に関しては、それこそ外資誘致策も問

題が多いというお話もあるようですが。

関 外資誘致については、日本の人口や経済規模

を考えると非常に魅力的な筈なのですが、なかな

かスムーズに進まない。進出して20年位やってい

る外資に聞くと、法律・社会ルールはしっかりし

ているし、利益率も高いですから、非常にやりや

すいと言うのですが、誘致となるとスムーズに進

まないのは、やり方に問題があると思います。

例えば、日本企業が地方や海外に出るときは、

プロジェクトチームをつくって張り付いていきま

すが、欧米企業は、まず社長が来て大筋を決めて、

次に部下が来て現地と調整したら、後は全部地元

に任せて引き上げてしまいます。もう開始できま

すよという段階まで任せる訳です。

日本は外資に対して、そういうワンストップサ

ービスが出来ていない、もっとシステマチックに

やる体制になっていないことが問題でしょう。

外資誘致の体制がしっかりしているのは横浜で

すね。ドイツ企業30数社を集めたドイツセンター

があり、イギリスセンター、アメリカセンターと

続き、次のターゲットは中国です。今まで横浜市

の上海事務所は、横浜企業が中国に進出するとき

のサポートをしていたのですが、今後は中国のベ

ンチャーを横浜に誘致しようとしています。まさ

に時代が変わってきているということです。

3. 内発型産業振興に向けて
司会 誘致にかかる話をひとわたり頂いたわけで

すが、これからは内発型の産業振興ということを

もっと本気で考えていく必要があろうかと思いま

す。伊藤先生、その場合の着眼点、ポイント的な

ものを少しお話頂けますでしょうか。

伊藤 地域が内発型産業振興に向けた戦略を考え

る場合、どんな産業を選ぶかを自ら選択すること

でしょう。産構審（地域政策部会）の報告書にもあ

るように、現在は「企業が地域を、国を選ぶ時代」

です。しかし逆に、地域の側も、「地域が産業を選

ぶ時代」でもあるという認識を同時に持つべきで、

地域が、どんな産業が自分たちの地域に相応しい

のかを考えることがまずは必要です。

もう少し具体的には「産業集積」がキーワードに

なると思います。地域が、今後どのような集積を

形成するか、或いは既存の集積をどうやって活性

化するかという2つの方向です。

既存集積活性化について言えば、例えば、東大

阪で企業の人に色々話を聞いていくと、素晴らし

い技術の自社製品を持っている元気の良い企業が

ありますから、こういう企業を中心にして、これ

から地域の集積をどうするのか、具体的な目標を

考えていくのだと思います。

新しい集積の形成を目指すときは、今現在「集

積」になっていなくても、一体どういう産業・企業

が、どういう風に頑張っているのかという現状を

きちんと把握して、そこから地域に相応しい集積

は何かを考えていくことです。

既存集積の活性化でも新規形成でも、国から「こ

ういう補助金を用意しました。さあ使って下さい。」

とメニューを提示されてそれに飛び付くという産

業振興ではなく、地域の実情にあった狙いを定め

るということです。

また、狙いを定めるということは、政策資源を
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一点に集中するということです。今までは、ばら

まき型の産業振興が多かったと思うのですが、総

花的に何でもやりましょうでは効果は期待できま

せんし、住民の期待を裏切ることになります。ま

さに「選択と集中」を指向すべきです。

関 地域産業政策を役所や経済団体が充分に認識

するには、現場をきちんと見ることが出発点です

ね。これを具体的に実際にやったのが墨田区です。

1970年頃、企業が減り始めたことに区が危機感を

持って、区長命令で、ポストに関係なく係長級職

員200人が当時の9,000社を2カ月で廻りました。2

時間はいないと書けないような調査票を持って、

一人大体50社を2ヶ月かけて廻りました。それで彼

らは、初めて現場をきちんと見た。自分たちが何

で食っているのか、何をしなければいけないのか

を、身をもって感じたんですね。そこから色々な

政策が始まっていくんです。

市町村の規模ですと、自治体の果たす役割は非

常に大きいですから、彼らが何をすべきかという

ことを実感しない限り、何も動かない。出発点は

そこです。

昨今は地域産業流行りでして、いろいろな市役

所から相談があるのですが、私はまず地域内の工

場を全て廻ることを勧めています。それで始めた

って、5年は成果が出ない。地道に5年頑張ると少

しずつ成果が出てきて、10年でそこそこの成果で

す。そこまでしぶとく思いを持続できるかどうか

が重要です。人事異動もあるでしょうが、こうい

う領域は10年位は1つの流れの中に身を置いてやら

ないと、人も育たないし、政策的な成果も上がら

ないでしょう。

司会 ターゲットとして地域産業を見るというこ

とが、今まではなかったということでしょうか。

関 政策のターゲットとして地域産業を捉えた最

初の動きは「伝統的工芸品産業の振興に関する法律」

（伝産法、1974年）からでしょう。その後、1979年に

「産地中小企業対策臨時措置法」（産地法）が出来て、

産業と地域がクロスしたわけです。ただし、これは

都道府県の施策であって、国－都道府県－市町村と

下りてくる中で市町村は下請けです。今も自発的に

一生懸命やっている市町村は3,250の極一部ですよ。

全国でも40～50ではないでしょうか。

昨年の春先に、講談社から『新「モノづくり」企

業が日本を変える』という本を出しました。「各地で

頑張っている企業や自治体があります、全国の自治

体も頑張りましょう」というストーリーなんです。

ＮＨＫ松山から四国版の映像を撮りたいという相談

があって、まず企業はというと、日亜化学工業とか、

素晴らしいところがあるので映像に出来た。問題は、

市町村が頑張っていますという後半で、いくら探し

ても絵になるストーリーをもっているような市町村

が四国にない。「四国の近辺でないか」と相談されて、

岡山の津山を紹介したんですが、クルーが見に行っ

関　満博氏 （SEKI Mitsuhiro）
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て「とても映像にならない。」と言う。それで、九州

まで広げて色々探したけど、西日本にないと言うの

ですよ。仕方なく「どこでもいい」ということになっ

て、結局、花巻にしたんですよ。

少なくとも市町村レベルで見ると、東日本のほ

うが一歩踏み込んでいます。特に北東北は真剣で、

中でも岩手県ですね。背景には貧しさに対する切

羽詰まった怒りがあると思います。

西日本ではせいぜい岡山の津山・玉野でしょう。

私は、全国のあちこちと付き合いながら、何とか

こういううねりを起こしたいと思っているのです

が、西日本ではそういう地域がなかなか見つから

ない。最近は「話を聞きたい」というお話が時々あ

りますが、東日本、中でも北上・花巻に較べると、

20年位の差がある。結果が出るまで10年はかかる

ことを考えると、始めるならばそろそろタイムリ

ミットかもしれません。

司会 昨今は、産業振興を考えた途端にハイテク

ベンチャーの話になる雰囲気もあると思うのです

が、これからの産業振興のターゲットについては、

どのようにお考えでしょうか。

関 すごく元気のいい中小企業の共通点を追いか

けていくと、一つにはアジア規模で活躍していて、

新しい熱気を身に浴びて非常にエネルギーがあり

ます。もう一つは、「うちしか出来ない。世界でう

ちがNo.1」ということをやっています。ただ、こ

ういう中小企業は数％でしょう。

では圧倒的大多数の残りの企業はどうすれば良

いのかと言うと、この時代、国際競争とは無縁の

ものをやるしかない。一番は内需、中でも我々の

身の回りのものに目を向けることです。もう少し

具体的には、食べる、住まう、いい環境、不安の

ない将来・福祉でしょう。頭文字を取って、私は

食住環福と言っているのですが。

この分野は、人の姿の見える地域の問題で、し

かも実は殆ど手つかずの領域なんです。自分の日

常の中で創造力を働かせれば、木工屋さんでも、

繊維屋さんでも、誰でも入れます。是非、我々の

生活の質を高めていく担い手として活躍して欲し

いと思います。同時に、合理化、効率化だけを求

める分野でないですから、もっとゆったりした、

生活の達人である高齢者の方が得意だったりしま

す。そういう人たちに参加して貰って新しい可能

性を探していくことが、地域にとっても必要なん

だと思います。

例えば環境関連で言えば、岩手県宮古にマルイ

舗装という建設会社があります。広い公園のよう

な敷地に煉瓦の舗道や見事な石垣等がある。これ

が全部廃棄物です。もともと道路舗装屋さんなん

ですが、道路工事で出てくるアスファルト塊を、

いつか何とかしてやろうと敷地に積んでおいて、

10年考えたというんです。考えた末、アイディア

が浮かんで、コアになる設備だけは世界中を探し

て買ってきて、付帯の設備は独自のものを作った。

アスファルトから始まって、今では廃タイヤ、ガ

ラス瓶等を全部リサイクルしています。110haの山

の中に、森に囲まれて観覧車みたいなプラントが

点在していて、地域の観光資源にもなるような素

晴らしいものです。

伊藤 地域社会の中で、住民サービス、ニーズに

対応した新しい産業を考えていくという方向です

ね。確かに、サービス産業、3次産業的なニーズに

応える過程で、モノづくりの可能性も発想されて

いくという双方向の循環がある。

4. 国と地方の役割、政策銀行への期待
司会 伊藤先生に政策論ということでお話をお願

いしたいと思います。地域のレベルで産業をどう

するかという政策について、国と地方の役割分担

の視点も含めお話頂ければ。

伊藤 世界の流れを見ますと、例えばソビエトが

解体した後に民族が社会活動の単位になっている
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ように、ミクロから考えようという方向です。日

本でも、従来のモノカルチャー的日本でなく、多

様な地域の集合体として日本があるという発想が、

これから必要になると思います。「多様な地域」とい

うとき、地域自らが多様性を選択することが原則

なのですが、明治以降の国と地方の関係を考える

と、自ら地域が選択する領域は非常に狭かったで

すから、「選択する」ノウハウを地方が蓄積するには

暫く時間かかるでしょう。

その間、国はどうすべきかと言うと、「国はこう

なっていくが、あなた方はどう展望するか」という

一応の道筋、方向性を示すようなビジョン行政で

しょう。そこから先、今までのように「何をしなさ

い」ということは難しい。

勿論、かつて行われた地域指定型の行政には上

手くいったスキームもあります。しかし今、曲がり角

に来ている、画一的モデル型振興を国が出張って

くるのはやりすぎだという方向にあるわけです。

これから、地域が主体的に選択するという選択行

動を、国は指導ではなく支援するということです。

司会 我々もある意味、政策執行サイドに立つ一

員として、これからも地域に貢献していきたいと

考えているわけですが、今後の業務を考えていく

上でのご示唆を頂ければ。

伊藤 政府系に限らず、金融機関は産業・企業の

育成が本来の役割だと思います。独り立ちした、

優良企業だけに融資する時代ではありません。育

てるべき企業を発掘し、とことんまで支援するこ

とに尽きるわけですから、そういう場合、資金的

な付き合いだけではなくて、コンサルティング機

能をもっと充実させていくべきでしょう。

政策銀行は、情報提供機能を既に強化されてい

るようですが、もっともっと取り組む必要がある

と思います。特定の地域やプロジェクトを選んで、

経験を積みながら、人の育て方をお互いに学んで

いってはどうでしょうか。あまり八方美人的に考

えず、思い切って「選択と集中」をしてもよろしい

と思います。

関 政策銀行は、ドブ板を踏んでいる信金・信組

に較べて、地域の現場から距離があると思います。

地域問題は、自分で自転車を漕いで、汗をかかな

いと地域に対する「思い」が育ちませんし、その思

いがなければ本物ではないんです。だから、自治

体の職員や、商工会議所・商工会、地場の金融機

関が担い手なのです。彼らに対して政策銀行がや

れることは、彼らと共同作業を出来る仕組みを作

って、その共同産業の過程では、のめり込むよう

な、泥臭い仕事の仕方が出来るようになることが

必要でしょう。そうすれば地域の思いを汲み上げ

ることが出来るし、地域からも信頼される。

それは研究でも同じです。地域政策研究センタ

ーは色々模索しているようですが、やはり現場の

地域から距離があるという感じがします。単なる

勉強ではなく、地域の人たちと共同作業をするこ

とによって人が育つという仕組みを、研究センタ

ー、政策銀行が持たないといけないと思います。

一番のポイントは、市町村のリーダーになり得

る人を、いかにサポートし、常に勇気づけること

が出来るかでしょう。5～10万の都市ならばそうい

う人材が1～2人いれば動くわけですし、逆に人が

いなければ何も動かない。こういう人材を生み出

せるか否かが地域の力なのですが、そういう可能

性のある人がいたら、徹底支援して、彼らが諦め

ずにやり続けられる環境を作っていくことを期待

したいと思います。

司会 徐々にそういう方向にはなってきているの

ですが、変わり方の問題としてまだまだというこ

とは、真摯に受け止めなければいけないと思いま

す。地域への貢献は、我々にとって大きなレゾン

デートルでもありますし、これからまた改めてや

らせて頂きたいと思っております。本日は大変長

時間に渡りありがとうございました。
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